
Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

2

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

一般府道上杉和知線ほか道
路整備事業

京都府 111,530,520 110,861,292

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

主要地方道舞鶴野原港高浜
線ほか道路整備事業

京都府 119,448,975 117,296,640

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額 備　考



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由 上位計画の終期まで

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

京の道づくり重点プラン
　日常の暮らしを支える
　　④「安心して走れる道路整備」
　　　自動車が安心して走ることができる走行空間の確保
　　　必ずしも全線２車線確保する必要のない交通量の少ない道路でも、
　　　安心して走行できる視距、離合場所の確保

事業開始年度 平成２０年度 事業終了（予定）年度 平成３１年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 京都府
交付金事業実施場所 京都府舞鶴市字田井ほか

交付金事業の概要

災害発生時など緊急時において、緊急輸送道路へアクセスする路線にも関わらず、幅員狭
小・線形不良箇所が連続する区間等を有する府道に対して、待避所設置、道路拡幅等を施
工することにより安心・安全を確保しました。

側溝120M、ルートパイル153本、落石防護柵158M、重力力式擁壁272m3、側溝162M、車道舗
装1460m2

1
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

主要地方道舞鶴野原港高浜線ほか道路整備事業

番号 措置名 交付金事業の名称



うち経済産業省分 117,908,460 117,296,640

うち文部科学省分

総事業費 121,435,333 119,448,975

交付金充当額 117,908,460 117,296,640

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度

3

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 % 100.0% 33.3%
工事実施件数

活動実績 件 1 1
活動見込 件 1

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

視距、離合
場所の確保
により整備
された地域
道路の延長
（100km）

－

成果実績 km 105

目標値 km 100

達成度 % 105.0%

評価年度の設定理由
継続実施事業であり、当該年度事業が完了したため

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－



測量・詳細設計（大山工
区）

指名競争入札
株式会社吹上技研コンサル

タント（京都市）
3,126,600

測量・詳細設計（大山工
区）

指名競争入札
株式会社マチイコンサルタ

ント（綾部市）
507,600

測量・詳細設計（大山工
区）

随意契約（特命）
（公社）京都公共嘱託登記

土地家屋調査士協会
（京都市）

2,319,840

測量・詳細設計（赤野工
区）

随意契約（特命）

（一社）京都公共嘱託登記
司法書士協会
（京都市）

（公社）京都公共嘱託登記
土地家屋調査士協会

（京都市）

5,579,280

測量・詳細設計（赤野工
区）

指名競争入札
北陽測地株式会社

（京都市）
162,000

測量・詳細設計（赤野工
区）

指名競争入札
北陽測地株式会社

（京都市）
9,769,680

用地補償（大山工区） 随意契約（特命） 地権者 3,707,535

測量・詳細設計（水ヶ浦工
区）

指名競争入札
有限会社共和測建

（綾部市）
1,782,000

測量・詳細設計（水ヶ浦工
区）

指名競争入札
株式会社エース

（京都市）
13,622,040

道路築造工（水ヶ浦工区） 一般競争入札
株式会社アトラス

（舞鶴市）
68,840,280

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



交付金事業の評価課室 道路建設課

測量・詳細設計（松尾～吉
坂工区）

一般競争入札
株式会社京都イングス

（舞鶴市）
6,324,480

交付金事業の担当課室 道路建設課

測量・詳細設計（松尾～吉
坂工区）

一般競争入札
塩見測量設計株式会社

（福知山市）
486,000

測量・詳細設計（松尾～吉
坂工区）

一般競争入札
株式会社京都イングス

（舞鶴市）
2,743,200

測量・詳細設計（松尾～吉
坂工区）

一般競争入札

（一社）京都公共嘱託登記
司法書士協会
（京都市）

（公社）京都公共嘱託登記
土地家屋調査士協会

（京都市）

478,440



事業期間の設定理由 上位計画の終期まで

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

京の道づくり重点プラン
　日常の暮らしを支える
　　④「安心して走れる道路整備」
　　　自動車が安心して走ることができる走行空間の確保
　　　必ずしも全線２車線確保する必要のない交通量の少ない道路でも、
　　　安心して走行できる視距、離合場所の確保

事業開始年度 平成２０年度 事業終了（予定）年度 平成３１年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 京都府
交付金事業実施場所 京都府綾部市井根町ほか

交付金事業の概要

災害発生時など緊急時において、緊急輸送道路へアクセスする路線にも関わらず、幅員狭
小・線形不良箇所が連続する区間等を有する府道に対して、待避所設置、道路拡幅等を施
工することにより安心・安全を確保しました。

側溝70M、車道舗装877m2、NHL7形表示装置１基

番号 措置名 交付金事業の名称

2
公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措置

一般府道上杉和知線ほか道路整備事業



うち経済産業省分 123,583,680 110,861,292

うち文部科学省分

総事業費 127,188,591 111,530,520

交付金充当額 123,583,680 110,861,292

交付金事業の総事業費
等

平成29年度 平成30年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度

6

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 % 100.0% 50.0%
工事実施件数

活動実績 件 3 3
活動見込 件 3

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

視距、離合
場所の確保
により整備
された地域
道路の延長
（100km）

－

成果実績 km 105

目標値 km 100

達成度 % 105.0%

評価年度の設定理由
継続実施事業であり、当該年度事業が完了したため

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－



交付金事業の評価課室 道路建設課

測量・詳細設計（老富町工
区）

指名競争入札
株式会社吹上技研コンサル

タント（京都市）
2,781,000

交付金事業の担当課室 道路建設課

測量・詳細設計（施福寺工
区）

指名競争入札
株式会社京都イングス

（舞鶴市）
1,329,480

測量・詳細設計（施福寺工
区）

随意契約（特命）

（一社）京都公共嘱託登記
司法書士協会
（京都市）

（公社）京都公共嘱託登記
土地家屋調査士協会（京都

市）

5,017,680

6,490,800

測量・詳細設計（施福寺工
区）

指名競争入札 8,708,040

道路築造工（草壁工区） 一般競争入札
ローランド工業株式会社

（綾部市）
11,598,120

道路築造工（故屋岡町工
区）

一般競争入札
浅巻建設株式会社

（綾部市）
57,470,040

株式会社マチイコンサルタ
ント（綾部市）

測量・詳細設計（施福寺工
区）

指名競争入札
株式会社マチイコンサルタ

ント（綾部市）

道路築造工（施福寺工区） 一般競争入札
村井電気株式会社

（宇治市）
18,135,360

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1 京都市農業基盤整備事業 京都市 4,400,000 4,400,000
総事業費
4,747,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額

公共用施
設に係る
整備，維
持補修又
は維持運
営等措置



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備，
維持補修又は維持運営等
措置

京都市農業基盤整備事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

京都市農林行政基本方針
第５ 地域別振興方針
農業
都市的農業地域

①
本箇所は，圃場整備事業で整備され，京都中央農業協同組合市原野地域運営協議
会により管理されている農道であるが，未舗装のため車両の通行や降雨等の洗堀
により傷みが激しく，維持管理に苦慮している。農道舗装により，維持管理の省
力化や農産物の荷傷み防止等を図ることにより地域農業の振興に寄与する。

②
周辺の市街化が進み一般車両の通行量が増大してきている。農道舗装幅員が狭く
離合車両等の荷重により路肩損傷が頻発し農産物の出荷に悪影響が生じている。
安全でスムーズな離合ができるよう改良し，事故等危険回避と維持管理労力省力
化によりこの地域の交通安全を確保し，農業の振興を行う。

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 京都市

交付金事業実施場所
①京都市左京区静市静原町　地内
②京都市西京区大原野北春日町　地内

交付金事業の概要
①農道舗装　L=179.6m をアスファルト舗装拡幅する。

②農道路肩改良（拡幅80＋80cm)　L = 185.0m



事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により，農道の路肩が広がり車両の安全な通行が可能となり，農
作物の運搬もスムーズにできるようになりました。引き続き管理を行います。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

364.6
達成度 100.0%

平成３０年度

農道舗装の距離
活動実績 m

4,400,000

364.6
活動見込 m

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

うち文部科学省分
うち経済産業省分 4,400,000

交付金充当額
総事業費 4,747,000



都市化関連土地改良事業 補助金 大原野土地改良区 3,343,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 産業観光局農林振興室農業振興整備課
交付金事業の評価課室 産業観光局農林振興室農業振興整備課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

里道・水路等管理対策事
業

補助金
京都市中央農業協同組合
市原野地域運営協議会

1,404,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

環境衛生施設管理運営事
業

舞鶴市 59,370,000 59,370,000
総事業費

77,028,457

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額

総事業費
43,833,565

3

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

小中学校教材教具等配備
事業

舞鶴市 2,450,000 2,450,000
総事業費
3,176,424

2

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

学校管理運営事業 舞鶴市 43,230,000 43,230,000



総事業費
14,963,000

5

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

休日急病診療所管理運営
事業

舞鶴市 6,480,000 6,480,000
総事業費
7,246,100

4
地域活性
化措置

保育士等処遇改善事業 舞鶴市 12,020,000 12,020,000

総事業費
6,234,242

7

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

スポーツ等施設管理運営
事業

舞鶴市 8,930,000 8,930,000
総事業費
9,682,939

6
地域活性
化措置

国際交流推進事業 舞鶴市 5,970,000 5,970,000



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

環境衛生施設管理運営事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第１章　まちの安定的成長戦略
　　　第２節　魅力あるまちへのイノベーション
　　　　第２項　環境都市創造の取り組み
　　　　　美しく豊かな舞鶴の里山・里地・里海を次代につなぐため、新エネル
ギーの推進など。地球温暖化防止対策をはじめ、環境への負荷低減、生物多様性
の確保など、環境に配慮した都市づくりに、市民・事業者・行政が連携・協力し
て取り組みます。

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字森

交付金事業の概要

舞鶴市清掃事務所、リサイクルプラザの施設の維持管理運営経費のうち、光熱水
費や燃料費等が占める割合は大きく、更なる近年の価格高騰の動向推移は、施設
全体の維持管理運営経費の負担確保に大きく影響を及ぼしています。このため、
当該運営経費を確保し、ごみを継続的かつ安定的に適正に処理することを持続可
能とし、それにより地域住民の生活環境の保全および公衆衛生の向上が図るた
め、当該施設の電気使用料へ交付金を充当しました。

環境衛生施設の維持運営費（清掃事務所11箇月分、リサイクル事務所11ヶ月分の
電気代）



事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

一般廃棄
物のリサ
イクル率
（25％）

リサイク
ル率＝
（中間処
理に係る
資源化量+
集団回収
量+分別回
収量）/
（ごみ排
出量+集団
回収量+分
別回収
量）

成果実績 ％ 11
目標値 ％ 25

達成度 44.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業の実施により、廃棄物の処理施設で使用する電力を賄い、安定したごみ処
理を行う事ができました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



26,436
達成度 103.0%

平成３０年度

一般廃棄物の排出量
活動実績 t 27,240
活動見込 t

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位

総事業費 77,028,457

うち経済産業省分 59,370,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 59,370,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 市民文化環境部環境対策室リサイクル事務所、清掃事務所
交付金事業の評価課室 市民文化環境部環境対策室リサイクル事務所、清掃事務所

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

電力需給契約 随意契約（特命）
関西電力株式会社
（大阪府大阪市）

77,028,457



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要

○通常学級、特別支援学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童・生徒
に対応するため、特別支援教育支援員を配置しました。（市内25の小中学校、56
名分の人件費）

○中学校の中堅教員を全国で学力トップクラスの秋田県教育委員会へ１年間派遣
を行い、先進的な授業を学び、教員の授業力の向上を図ると共に、派遣終了後は
本市の指導的教員として教員全体の授業力向上に努めることにより生徒の学力の
向上を図るため、教員長期派遣を実施しました（1名）。

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

第７次舞鶴市総合計画前期実行計画（２０１９年度～２０２２年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第１章　心豊かに暮らせるまちづくり
　　　第３節　子育て環境日本一を目指すまち
　　　　第３項　夢に向かって将来を切り拓く子どもを育成するための環境づく
り
　　　　　個性を伸ばし児童生徒一人ひとりを大切にした学校教育の推進
　　　　　　・特別支援教育支援員を配置するなど特別支援教育の充実
　　　　　豊かな学びを支える教育基盤整備の推進
　　　　　　・教員の他県派遣教育実践研修による本市教育の活性化

2
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

学校管理運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字溝尻ほか25件



事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度
授業がよ
くわかる
と回答し
た子ども
の割合
（小学
生：
80％）

－

成果実績 ％ 83.8
目標値 ％ 80.0

達成度 104.8%

83.6%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業の実施により、小中学校に特別支援教育支援員を配置することで、教育上
特別な支援を必要とする児童・生徒に対し適切に対応することが可能となってい
ます。教員長期派遣においては、秋田県教育委員会へ１年間派遣を行い、研修後
は本市の指導的教員として活躍し、本市の教育活性化に繋がっています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

授業がよ
くわかる
と回答し
た子ども
の割合
（中学
生：

－

成果実績 ％ 66.9
目標値 ％ 80.0

達成度

無



交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３０年度

特別支援教育支援員の
配置数、他県への教員
長期派遣の教員数の合
計

活動実績 人 57
活動見込 人 57

達成度 100.0%

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

総事業費 43,833,565
交付金充当額 43,230,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 43,230,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用
小学校特別支援教育支援
員

22,495,130

交付金事業の担当課室 教育振興部学校教育課
交付金事業の評価課室 教育振興部学校教育課

人件費 雇用
中学校特別支援教育支援
員

15,457,860

人件費 雇用
秋田県教育委員会教員長
期派遣

5,880,575



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要

近年のグローバル化や急速な情報化の進展により、将来の変化を予測することが
困難な時代を迎えようとしている中、児童1人1人に、未来の創り手となるために
必要な資質・能力を確実に備えることができる学校教育の充実が求められていま
す。
そのためには、何が重要かを児童に主体的に考えさせ、他者と協働しながら新た
な価値の創造に挑み、問題の発見・解決に取り組んでいく「主体的・対話的で深
い学び」の実現に向けた、教員の授業改善が重要となっています。
そこで、市立小学校にＩＣＴ機器（大型提示装置、教員用コンピュータ、無線画
像転送装置、モバイルルーター）を配備し、より分かりやすい授業、児童の興
味・関心を高める授業などの授業改善を図ります。

市内18箇所の小学校のモバイルルータLTEデータ5ヶ月分の利用料、ICT機器8ヶ月
分のリース料

3
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

小中学校教材教具等配備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字溝尻ほか17件



交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

第７次舞鶴市総合計画前期実行計画（２０１９年度～２０２２年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第１章　心豊かに暮らせるまちづくり
　　　第３節　子育て環境日本一を目指すまち
　　　　第３項　夢に向かって将来を切り拓く子どもを育成するための環境づく
り
　　　　　１．生きる力を育み子どもの夢をかなえる教育の推進
（知・徳・体の育成）小中一貫教育により、義務教育９年間を修了するのにふさ
わしい学力の定着や豊かな人間性・社会性の育成を図るとともに、「主体的・対
話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組み、言語能力、情報活用能
力、問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成します。
２．豊かな学びを支える教育基盤整備の推進
②質の高い教育環境づくりの推進
情報活用能力を育成するためのＩＣＴ教育環境の充実を図る



事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度
授業がよ
くわかる
と回答し
た子ども
の割合
（小学
生：
80％）

－

成果実績 ％ 83.8
目標値 ％ 80.0

達成度 104.8%

83.6%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本事業の実施により、ＩＣＴ機器（大型提示装置）を購入することで、小学校の
授業においてＩＣＴ機器を活用した、より分かりやすい授業、児童の興味・関心
を高める授業の実施が可能となっています。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

授業がよ
くわかる
と回答し
た子ども
の割合
（中学
生：
80％）

－

成果実績 ％ 66.9
目標値 ％ 80.0

達成度

無



交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３０年度

ＩＣＴ機器（一式）整
備台数

活動実績 台 36
活動見込 台 36

達成度 100.0%

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

総事業費 3,176,424
交付金充当額 2,450,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 2,450,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

ＩＣＴ機器購入費 指名競争入札
NTTファイナンス株式会
社京都支店（京都市）

2,534,112

交付金事業の評価課室 教育振興部教育総務課

モバイルWi-Fiルーター
LTEデータ利用料

指名競争入札
株式会社NTTドコモ関西
支社（大阪府大阪市）

642,312

交付金事業の担当課室 教育振興部教育総務課



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

4 地域活性化措置 保育士等処遇改善事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第３章　次代を担う人材の育成戦略
　　　第１節　次代を担う人材を育成する環境づくり
　　　　第１項　安心できる子育てと人格形成の基礎を培う乳幼児期の環境づく
り
　　　　　　子どもを安心して産み育てるとともに、子ども一人一人が尊重さ
れ、豊かな育ちが実感できる環境づくりに取りに組みます。
　　　　　　また、乳幼児期は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期で
あり、遊びや生活などを通し、豊かで主体的な活動を促し、様々な可能性を持つ
子どもが育つよう支援するとともに、育成・教育の基本は家庭にあることから、
幼稚園・保育所（園）と保護者とのコミュニケーションづくりに一層努めます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字浜ほか11件

交付金事業の概要

生活様式等が変容する中で、保育ニーズの高まりにより保育所入所希望者が増加
していますが、保育士不足により受入が出来ない保育園が出てきていることか
ら、舞鶴市においても保育士及び保育に関わる人材の確保が課題となっていま
す。
保育不足の要因のひとつである低賃金に対する支援を行うことにより、民間保育
所の処遇改善を促進し、保育人材の確保や離職の低減に繋げます。

市内にある12箇所の保育所の常勤保育士等の賃金改善に要する費用（賃金及び法
定福利費。補助対象者：常勤保育士等220人）



事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

待機児童
ゼロの維
持

待機児童
数

成果実績 人 0.0
目標値 人 0.0

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

保育ニーズ及び待機児童数の把握のため毎年度実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本補助の活用により、私立保育園の保育士等の賃金改善を行う事で保育人材の確
保及び離職者の減少につなげ、待機児童ゼロを維持することが出来ました。
次年度も引き続き、保育士等の確保に努め、多様な保育ニーズに対応するととも
に質の高い保育を提供し、安心できる子育て環境づくりに取り組んでまいりま
す。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

214

達成度 103.7%

平成３０年度

保育士等の雇用量

活動実績 人 222
活動見込 人

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位

総事業費 14,963,000

うち経済産業省分 14,963,000

交付金充当額 12,020,000
うち文部科学省分



交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 健康・子ども部　子ども総合対策室　幼稚園・保育所課
交付金事業の評価課室 健康・子ども部　子ども総合対策室　幼稚園・保育所課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士の賃金改善支援 人件費 保育士 14,963,000



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要

本市の休日救急医療体制は、「独立行政法人 国立病院機構 舞鶴医療セン
ター」、「国家公務員共済組合連合会 舞鶴共済病院」及び「日本赤十字社 舞鶴
赤十字病院」の公的３病院による輪番制により確保していますが、一次救急（初
期・軽症等に対応）患者の利用が多く、医師の疲弊の要因となっています。
そのため、一般社団法人 舞鶴医師会等の協力を得て、「舞鶴市休日急病診療所」
において休日の一次救急（内科系の初期・軽症に対応）を担うことにより、公的
病院の救急医療に従事する勤務医の負担軽減を図るとともに、二次救急（入院や
手術が必要な重症者に対応）を担う輪番病院との連携により、休日における市民
の安心・安全な救急医療体制を確保するものです。

舞鶴市休日急病診療所の運営費（開設日48日分の個人契約医師、舞鶴医師会所属
契約医師への診療業務委託料及び舞鶴薬剤師会所属契約薬剤師への調剤業務委託
料）

5
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

休日急病診療所管理運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字行永



交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第２章　みんなで支え合う地域づくり戦略
　　　第３節　安心・安全な地域社会の構築
　　　　第３項　地域医療の確保
　　　　　地域の医療資源を活かした医療再生を進め、将来にわたり市民が安心
できる地域医療の確保を図ります。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

― ―

成果実績
目標値

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本補助の活用により、毎週日曜日に診療所を開設し、運営することができまし
た。輪番病院からは、診療所の開設により、特にインフルエンザ流行期など、救
急医療に従事する勤務医の負担軽減に繋がっているとのご意見をいただいていま
す。
今後とも安定した診療所の運営を行うことにより、公的病院の負担軽減を図ると
ともに、二次救急を担う輪番病院との連携により、休日における市民の安心・安
全な救急医療体制の確保を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



48

達成度 100.0%

平成３０年度

診療所の開設日数

活動実績 日 48
活動見込 日

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位

総事業費 7,246,100
交付金充当額 6,480,000
うち文部科学省分

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

診療業務 委託費
一般社団法人舞鶴医師会

（舞鶴市）
3,422,100

うち経済産業省分 6,480,000
交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 健康・子ども部　地域医療課
交付金事業の評価課室 健康・子ども部　地域医療課

診療業務 委託費 医師 1,612,000

調剤業務 委託費
舞鶴薬剤師会
（舞鶴市）

2,212,000



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要

舞鶴市民の大連・中国に対する関心を高めるとともに、舞鶴の産業界と中国をは
じめとする対岸諸国との経済交流に結び付け、京都舞鶴港の振興、地域産業の活
性化を図る。また、東京オリンピック・パラリンピック選手団の直前合宿誘致に
伴い、ウズベキスタン共和国との文化・スポーツ・経済など様々な面で交流をす
すめ、大会終了後も「オリンピックレガシー」として残るつながりを創出する。
国際交流員の人件費（非常勤嘱託2名の11ヶ月分の報酬）

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
舞鶴市民の大連・中国に対する関心を高めるとともに、舞鶴の産業界と中国をは
じめとする対岸諸国との経済交流に結び付け、京都舞鶴港の振興、地域産業の活
性化を図る。また、東京オリンピック・パラリンピック選手団の直前合宿誘致に
伴い、ウズベキスタン共和国との文化・スポーツ・経済など様々な面で交流をす
すめ、大会終了後も「オリンピックレガシー」として残るつながりを創出する。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

6 地域活性化措置 国際交流推進事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字北吸

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度
多文化共
生サポー
ター登録
者数の増
員（22年
度 8人→
30年度30
人）

－

成果実績 人 32
目標値 人 30

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

－

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



2

達成度 100.0%

平成３０年度

国際交流員の雇用

活動実績 人 2
活動見込 人

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位

総事業費 6,234,242

うち経済産業省分 5,970,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 5,970,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 舞鶴市みなと振興・国際交流課、スポーツ振興課
交付金事業の評価課室 舞鶴市みなと振興・国際交流課、スポーツ振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 国際交流員 6,234,242



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要

グリーンスポーツセンター、パターゴルフ場、舞鶴市陶芸館は、舞鶴市の北東
部、青葉山のふもとの豊かな自然環境に囲まれた青葉山ろく公園内のフィールド
にあり、市内外から多くの利用者が訪れる施設です。
この野外活動施設を利用者が快適に利用でき、充実した潤いのある生活を送るこ
とができるよう各施設に適切な人員を配置し管理運営を実施しました。

臨時職員8名のうち、5名の11ヶ月分の賃金及び3名の8ヶ月分の賃金

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第３章　次代を担う人材の育成戦略
　　　第２節　生涯にわたる学びの環境づくり
　　　　第１項　おとなの学びの場づくり
　　　　　生涯にわたって、自ら学び自らを高めることができる生涯学習社会の
実現に向けて、自己研鑽や学習ニーズ、地域の課題解決に向けた取り組みなどに
応えるため、多様な学習機会を提供するとともに、生涯にわたりスポーツ、文
化、ボランティア活動等に親しめる環境づくりに取り組みます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

7
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

スポーツ等施設管理運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字岡安



事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

スポーツ
イベント
参加者数
１４，０
００人

スポーツ
イベント
参加者人
数（人）

成果実績 人 11,828
目標値 人 14,000

達成度 ％ 100

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金の活用により、グリーンスポーツセンター・パターゴルフ場・陶芸館の
臨時職員の賃金を確保できました。また、次年度より指定管理となるため、民間
の能力を活用しながら、利用者が快適に野外活動施設を利用できるよう環境づく
りを行い参加者増を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

66

達成度 87.9%

平成３０年度

臨時職員の雇用量
（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

活動実績 月 58
活動見込 月

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位

総事業費 9,682,939

うち経済産業省分 8,930,000

交付金充当額 8,930,000
うち文部科学省分



交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 市民文化環境部地域づくり・文化スポーツ室　地域づくり支援課・文化振興課
交付金事業の評価課室 市民文化環境部地域づくり・文化スポーツ室　地域づくり支援課・文化振興課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 臨時職員 9,682,939



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

3 ハザードマップ作成事業 舞鶴市 3,110,000 3,110,000

総事業費
2,190,240

総事業費
3,834,000

4
地域活性
化措置

2 学校給食設備改修事業 舞鶴市 1,720,000 1,720,000

処理場施設整備事業 舞鶴市 290,000 290,000
総事業費
297,000

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

備　考

1 環境衛生施設改修等事業 舞鶴市 28,370,000 28,370,000
総事業費

35,154,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字森

交付金事業の概要

舞鶴市リサイクルプラザは一般廃棄物のうち、資源ごみ、粗大ごみ及び不燃ごみ
の中間処理施設と、再生品の展示等を行うリサイクルの拠点施設として、平成10
年3月に竣工、同5月に稼働の施設であります。
建設後20年が経過し、施設の老朽化に伴い効率的な資源化に支障をきたしている
状態のため、機器の長寿命化とリサイクルプラザの安定運営を目的に、リサイク
ルプラザの各処理設備の定期点検・補修を実施しました。

○リサイクル事務所の粗破砕機用消耗品代（2フックナイフ11個、ナイフスペー
サー11個、ドライブリング2個）
○粗破砕設備等点検工事費

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

環境衛生施設改修等事業



交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第１章　まちの安定的成長戦略
　　　第２節　魅力あるまちへのイノベーション
　　　　第２項　環境都市創造の取り組み
　　　　　美しく豊かな舞鶴の里山・里地・里海を次代につなぐため、新エネル
ギーの推進など。地球温暖化防止対策をはじめ、環境への負荷低減、生物多様性
の確保など、環境に配慮した都市づくりに、市民・事業者・行政が連携・協力し
て取り組みます。
一般廃棄物のリサイクル率
基準数値　15.6%（平成25年）　目標数値　25.0%（平成30年）



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

一般廃棄
物のリサ
イクル率
（25％）

リサイク
ル率＝
（中間処
理に係る
資源化量+
集団回収
量+分別回
収量）/
（ごみ排
出量+集団
回収量+分
別回収
量）

成果実績 ％ 11
目標値 ％ 25

達成度 44.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

リサイクルプラザの設備を点検整備を行う事で、機器の故障を未然に防ぎ、安定
したごみの処理を行う事ができた。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度



交付金事業の担当課室 市民文化環境部環境対策室リサイクル事務所
交付金事業の評価課室 市民文化環境部環境対策室リサイクル事務所

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

粗破砕機用消耗部品購入 随意契約（特命）
日立造船株式会社

（大阪市）
8,208,000

リサイクルプラザ設備点
検整備工事

随意契約（特命）
日立造船株式会社

（大阪市）
26,946,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 28,370,000
うち文部科学省分

総事業費 35,154,000

うち経済産業省分 28,370,000

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

3,327
達成度 #DIV/0! #DIV/0! 103.6%

平成３０年度

不燃ごみ及び粗大ごみ
搬入量

活動実績 t 3,448
活動見込 t



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

給食によ
る食中毒
の発生件
数（０
件）

－

成果実績 件 0
目標値 件 0

達成度 100.0%

交付金事業の概要

給食の調理については、野菜等の食材についても食中毒の発生を防ぐため、加熱
することが義務付けられており、サラダなどの調理で野菜等の食材を加熱後、給
食で配膳するまで、衛生的に温度管理をするため、給食設備として真空冷却機を
使用し急速冷却をしている。
吉原小学校の真空冷却機については、2001年製で17年が経過し、更新の時期をむ
かえており、老朽化した真空冷却機を新規真空冷却機に改修することにより、よ
り安全で衛生的な給食設備の維持を図りました。

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
第１編　まちづくり戦略　　第３章　次代を担う人材の育成戦略
　第１節　次代を担う人材を育成する環境づくり
　　第２項　夢に向かい、力づよく社会を生き抜く力を養成するための小中一貫
した環境づくり
　　　⑬「食育」の推進　安心安全な学校給食の提供に努めます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

2
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

学校給食設備改修事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字東吉原

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 教育振興部教育総務課
交付金事業の評価課室 教育振興部教育総務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

真空冷却機購入費 指名競争入札
内外商事株式会社

（舞鶴市）
2,190,240

うち経済産業省分
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 1,720,000
うち文部科学省分

総事業費 2,190,240

1,720,000

1
活動見込 台

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 #DIV/0! #DIV/0! 100.0%

平成３０年度

真空冷却機の導入
活動実績 台

交付金事業の成果目
標及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本補助の活用により、真空冷却機を購入することで、衛生的に温度管理を行うこ
とが可能となり、食中毒の発生を防いでいます。



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

3
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

ハザードマップ作成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字北吸

交付金事業の概要

津波浸水想定、津波災害警戒区域、津波被害想定の情報を一つの紙面にまとめ、
避難に資する情報（避難方向、避難施設等）を付記した「津波ハザードマップ」
を、浸水が想定される地域の住民へ配布する。これにより住民の自助・共助の意
識を高め、適切な避難方法を広報し、津波災害時の犠牲者を減少させることを目
的に、平成23年に制定された津波防災地域づくり法に基づき、平成28年3月京都府
公表の津波浸水想定、平成29年3月京都府指定の津波災害警戒区域等を踏まえた、
津波避難に資する情報を一枚の地図にまとめた津波ハザードマップの作成しまし
た。

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第２章　みんなで支え合う地域づくり戦略
　　　第３節　安心・安全な地域社会の構築
　　　　第１項　危機対応力の強化と安全の確保
　　　　　減災への対応強化につなげ、正確な情報を分かりやすく住民への啓
発・広報に取り組みます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度



事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

津波避難計画作成のための基礎データとなる舞鶴市津波ハザードマップが完成
し、津波の危険性や津波避難の必要性を一度に多くの方に知っていただく手段を
確保することができた。本事業は平成３０年度で終了となるが、引き続き津波防
災に関する普及啓発を進めるとともに、避難が必要な地域における詳細な避難計
画作成の基礎資料として活用していきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度平成３０年度

津波避難計画に関する
説明会開催数

活動実績 会 5
活動見込 会 6
達成度 83.3%



交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

総事業費 3,834,000
交付金充当額 3,110,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 3,110,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

ハザードマップデータ作
成

指名競争入札
国際航業株式会社京都支

店
（京都市）

3,834,000

交付金事業の担当課室 危機管理・防災課
交付金事業の評価課室 危機管理・防災課



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

4 地域活性化措置 処理場施設整備事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 舞鶴市
交付金事業実施場所 舞鶴市字市場

交付金事業の概要

舞鶴市環境衛生プラントは汲み取りし尿や浄化槽汚泥の処理を行っており、設備
は24時間連続運転を行っていることから、機械の故障などで運転が停止すること
は施設を運営する上で大きな弊害となります。
機械の突発的な故障などを防ぐことにより施設の安定した操業を行うため、日常
の保守管理にあわせ定期的なメンテナンスやオーバーホールを行ました。

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

新たな舞鶴市総合計画（平成23年度～平成30年度）
　第１編　まちづくり戦略
　　第１章　まちの安定的成長戦略
　　　第２節　魅力あるまちのイノベーション
　　　　第１項　定住環境向上への取り組み
　　　　　市民にとって暮らしやすく、住み続けたいと思える定住環境となるよ
う、道路や公共交通をはじめとする
　　　　　産業・生活基盤施設の整備と活用を図るとともに全市水洗化の早期実
現や安全な水質の水を安定的に
　　　　　供給する水道事業などを推進します。



事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

故障によ
る運転停
止回数
０回

－

成果実績 回 0
目標値 回 0

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

整備工事を実施することにより、安定した操業に繋がりました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度平成３０年度

環境衛生プラントの整
備基数

活動実績 基 1
活動見込 基 1
達成度 #DIV/0! #DIV/0! 100.0%

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

総事業費 297,000
交付金充当額 290,000
うち文部科学省分
うち経済産業省分 290,000



交付金事業の担当課室 上下水道部下水道整備課
交付金事業の評価課室 上下水道部下水道整備課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

環境衛生プラント破砕ポ
ンプ整備工事

随意契約（特命）
舞鶴厚生株式会社
（京都府舞鶴市）

297,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1
地域活性
化措置

事業運営基金造成事業 綾部市 113,164,028 113,164,028
総事業費

113,164,028

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額

総事業費
30,000,000

2

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営措置

施設維持補修基金造成事
業

綾部市 30,000,000 30,000,000



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 事業運営基金造成事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助事業に関係する主要政策・施策
第５次綾部市総合計画　後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
　第５章　自然豊かで安全なまちづくり
　　第２節　廃棄物対策の推進
　　目標：市民・事業者・行政が連携し、ごみの減量を推進するため、分別収
集・３Ｒなどの取組を推進し、快適に暮らせるまちづくりを目指します。
　　計画：３Ｒの活動を一層推進するとともに、分別収集の円滑な実施と適切な
処理に努め、ごみ減量・資源化を促進します。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市若竹町

交付金事業の概要
ごみ収集業務委託事業に充当するための基金造成事業
充当予定期間（令和元年度～令和４年度）

事業期間の設定理由
交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

当該基金の造成により、今後４年間ごみ収集業務委託を安定的に実施する財政基
盤が整いました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

事業運営基金造成件数
活動実績 件 1 1 1
活動見込 件 1

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

1

総事業費 152,988,072 150,658,320 113,164,028

うち経済産業省分 152,988,072 150,658,320 113,164,028
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 152,988,072 150,658,320 113,164,028
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立 － 113,164,028



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要
クリーンセンターの施設維持補修に充当するための基金造成事業

充当予定期間（令和３年度～令和４年度）

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助事業に関係する主要政策・施策
第５次綾部市総合計画　後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
　第５章　自然豊かで安全なまちづくり
　　第２節　廃棄物対策の推進
　　目標：市民・事業者・行政が連携し、ごみの減量を推進するため、分別収
集・３Ｒなどの取組を推進し、快適に暮らせるまちづくりを目指します。
　　計画：３Ｒの活動を一層推進するとともに、分別収集の円滑な実施と適切な
処理に努め、ごみ減量・資源化を促進します。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

2
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営措
置

施設維持補修基金造成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市若竹町

事業期間の設定理由
交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

当該基金の造成により、今後４年間クリーンセンターの施設維持補修を安定的に
実施する財政基盤が整いました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

施設維持補修基金造成
事業

活動実績 件 1 1 1
活動見込 件 1

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

1

総事業費 35,000,000 41,291,000 30,000,000

うち経済産業省分 35,000,000 41,291,000 30,000,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 35,000,000 41,291,000 30,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立 － 30,000,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額

備　考

総事業費
7,373,160

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

綾部市斎場大規模改修事
業

綾部市 7,373,160 7,373,160



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

綾部市斎場大規模改修事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助金事業に関係する主要政策・施策：
第５次綾部市総合計画後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
第６章快適で誰もが住みよいまちづくり
第６節斎場・墓地の適正管理
①斎場・共葬墓地の管理運営
項目１斎場の計画的な改修と管理：斎場の適切な維持管理と安全な稼働を行うと
ともに、利便性の向上に努めます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市田野町

交付金事業の概要

火葬や葬祭の場である斎場（平成７年度完成）の大規模改修を実施しました。下
水道法第１１条の３に基づく公共下水道接続工事（L＝102m）とともに、利用者増
加に伴い要望が高まっているトイレ改修（洋式化・オストメイト対応トイレ設
置、21.7m2）を実施しました。

事業期間の設定理由
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

斎場使用
件数（告
別式１９
０件）

告別式で
の斎場使
用件数

成果実績 件 140
目標値 件 190

達成度 73.7%



交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果実績が目標値に達しなかった要因としては、医療の進歩や人口減により年間
の死亡者数が減少していること、また、葬儀のあり方の多様化により、通夜・告
別式を行わない方が増えてきていることが考えられます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 100.0%

年度

公共下水道接続工事
活動実績 Ｌ 102
活動見込 Ｌ 102

交付金事業の総事業
費等

平成３１年度 年度 年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３１年度 年度

総事業費 7,373,160

うち経済産業省分 7,373,160

交付金充当額 7,373,160
うち文部科学省分

評価年度 令和元年度

斎場使用
件数（通
夜１４０
件）

通夜での
斎場使用
件数 達成度 92.9%

成果実績 件 130
目標値 件 140



交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

公共下水道接続工事 条件付一般競争入札
ヒフミ電工株式会社

（綾部市）
7,373,160



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等事業

あやべ温泉施設改修事業 綾部市 40,800,000 40,800,000
総事業費

43,934,400

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
事業

あやべ温泉施設改修事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助金事業に関係する主要政策・施策：
第５次綾部市総合計画後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
　第４章　豊かさとにぎわいを生み出すまちづくり
　　第５節　観光交流の推進
　　　①観光資源の活用と創造
　　　　項目１　観光資源の保全と活用
　　　　項目２　観光エリアの集客力強化

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市睦寄町

交付金事業の概要

あやべ温泉は、市民の健康増進と観光振興を図り、地域社会の発展に資する場とし
て、平成９年に温泉棟、平成１２年に宿泊棟を設置しました。建物の老朽化が進行
し計画的な維持補修、機能改善が必要となっており、施設の長寿命化と利用者の拡
大を図るため、露天風呂改修（120.0m2）、浴室天井改修（211.68m2）、空調機取
替（3か所）を行いました。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

あやべ温泉
入浴客数
53,000人

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
－

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

年間の入浴
客数

成果実績 人 58,440
目標値 人 53,000

達成度 110.3%

露天風呂改修工事
活動実績 式 － － 1
活動見込 式 － 1
達成度 100.0%

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度

－
交付金事業の活動指
標及び活動実績

平成３０年度

空調機取替
活動実績 機 － －

100.0%

平成３０年度

－ 3
達成度

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度
3

活動見込 機 －



40,800,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

総事業費 7,490,880 43,934,400

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

建築本体工事 条件付一般競争入札
株式会社福多電機商会

（綾部市）
30,672,000

監理業務委託 随意契約（特命）
株式会社伊藤・梅原建築
設計事務所（福知山市）

3,456,000

電気設備工事 条件付一般競争入札
岡山電設株式会社

（綾部市）
9,806,400

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 7,490,880

うち経済産業省分 7,490,880 40,800,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1
地域活性
化措置

事業運営基金造成事業 綾部市 113,164,028 113,164,028
総事業費

113,164,028

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額

総事業費
30,000,000

2

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営措置

施設維持補修基金造成事
業

綾部市 30,000,000 30,000,000



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 事業運営基金造成事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助事業に関係する主要政策・施策
第５次綾部市総合計画　後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
　第５章　自然豊かで安全なまちづくり
　　第２節　廃棄物対策の推進
　　目標：市民・事業者・行政が連携し、ごみの減量を推進するため、分別収
集・３Ｒなどの取組を推進し、快適に暮らせるまちづくりを目指します。
　　計画：３Ｒの活動を一層推進するとともに、分別収集の円滑な実施と適切な
処理に努め、ごみ減量・資源化を促進します。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市若竹町

交付金事業の概要
ごみ収集業務委託事業に充当するための基金造成事業
充当予定期間（令和元年度～令和４年度）

事業期間の設定理由
交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

当該基金の造成により、今後４年間ごみ収集業務委託を安定的に実施する財政基
盤が整いました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

事業運営基金造成件数
活動実績 件 1 1 1
活動見込 件 1

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

1

総事業費 152,988,072 150,658,320 113,164,028

うち経済産業省分 152,988,072 150,658,320 113,164,028
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 152,988,072 150,658,320 113,164,028
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立 － 113,164,028



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

交付金事業の概要
クリーンセンターの施設維持補修に充当するための基金造成事業

充当予定期間（令和３年度～令和４年度）

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助事業に関係する主要政策・施策
第５次綾部市総合計画　後期基本計画（平成２８年度～平成３２年度）
　第５章　自然豊かで安全なまちづくり
　　第２節　廃棄物対策の推進
　　目標：市民・事業者・行政が連携し、ごみの減量を推進するため、分別収
集・３Ｒなどの取組を推進し、快適に暮らせるまちづくりを目指します。
　　計画：３Ｒの活動を一層推進するとともに、分別収集の円滑な実施と適切な
処理に努め、ごみ減量・資源化を促進します。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

2
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営措
置

施設維持補修基金造成事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 綾部市
交付金事業実施場所 綾部市若竹町

事業期間の設定理由
交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

－ －

成果実績 －
目標値 －

達成度



評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

当該基金の造成により、今後４年間クリーンセンターの施設維持補修を安定的に
実施する財政基盤が整いました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

施設維持補修基金造成
事業

活動実績 件 1 1 1
活動見込 件 1

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度平成２９年度

1

総事業費 35,000,000 41,291,000 30,000,000

うち経済産業省分 35,000,000 41,291,000 30,000,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 35,000,000 41,291,000 30,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 企画財政部　財政課
交付金事業の評価課室 企画財政部　財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金造成 積立 － 30,000,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

地域福祉センター再整備
事業

宇治市 12,615,000 12,615,000
総事業費

13,654,170

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

地域福祉センター再整備事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

宇治市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画（平成３０年度～令和２年
度）
（基本理念２）自分らしく生涯健康でいきいきと暮らせるまちづくり
（重点施策２）高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進
③生きがい・健康づくりや介護予防の活動拠点の充実
高齢者の憩いの場であり、生きがいづくりの場でもある地域福祉センターについ
て、健康づくり活動や介護予防など多くの人に利用されるよう、取り組みます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宇治市
交付金事業実施場所 宇治市一円

交付金事業の概要
地域の福祉活動の拠点である地域福祉センターについて、老朽化対策及び機能向
上として、地盤改良や下水道接続工事等の再整備を実施することにより、地域住
民の福祉の増進を図りました。

事業期間の設定理由
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

施設利用者
数（年間）

評価年度に
おける施設
利用者数
（年間）

成果実績 人 3,870
目標値 人 3,000

達成度 129.0%



交付金事業の成果目
標及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を
実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

地域福祉センター3施設（西小倉・東宇治・広野）の設備更新(地盤改良や下水道
接続工事等)を実施することができました。次年度に向けた改善としては、平成29
年度から開始された介護予防・日常生活支援総合事業を踏まえて、地域福祉セン
ターの有効活用として、住民主体による通いの場の創設し、身近な地域における
介護予防の活動を支援することで、既存利用者層だけに留まらず、新たな利用者
の増加を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 100.0%
設備改修工事

活動実績 式 1
活動見込 式 1

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３０年度

総事業費 13,654,170

うち経済産業省分 12,615,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 12,615,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 宇治市健康長寿部健康生きがい課
交付金事業の評価課室 宇治市政策経営部財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

公共下水道接続工事 一般競争入札
玄工業株式会社

（宇治市）
13,654,170



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

地域福祉センター再整備
事業

宇治市 6,126,680 6,126,680
総事業費
8,520,984

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

地域福祉センター再整備事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

宇治市高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画（平成３０年度～令和２年
度）
（基本理念２）自分らしく生涯健康でいきいきと暮らせるまちづくり
（重点施策２）高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進
③生きがい・健康づくりや介護予防の活動拠点の充実
高齢者の憩いの場であり、生きがいづくりの場でもある地域福祉センターについ
て、健康づくり活動や介護予防など多くの人に利用されるよう、取り組みます。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宇治市
交付金事業実施場所 宇治市一円

交付金事業の概要
地域の福祉活動の拠点である地域福祉センターについて、老朽化対策及び機能向上
として、地盤改良や下水道接続工事等の再整備を実施することにより、地域住民の
福祉の増進を図りました。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

施設利用者
数（年間）

評価年度に
おける施設
利用者数
（年間）

成果実績 人 3,870
目標値 人 3,000

達成度 129.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

地域福祉センター3施設（西小倉・東宇治・広野）の設備更新(高圧気中開閉器等)
を実施することができました。次年度に向けた改善としては、平成29年度から開始
された介護予防・日常生活支援総合事業を踏まえて、地域福祉センターの有効活用
として、住民主体による通いの場の創設し、身近な地域における介護予防の活動を
支援することで、既存利用者層だけに留まらず、新たな利用者の増加を図っていき
ます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 100.0%

設備改修工事（高圧気
中開閉器等）

活動実績 式 1
活動見込 式 1

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３０年度



交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

総事業費 8,520,984

うち経済産業省分 6,126,680
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 6,126,680
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 宇治市健康長寿部健康生きがい課
交付金事業の評価課室 宇治市政策経営部財務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

高圧気中開閉器取替工事
（西小倉・東宇治・広
野）・受電設備取替工事
（西小倉）

一般競争入札
なごみ電気
（宇治市）

5,184,680

給水ポンプ取替工事（西
小倉）

一般競争入札
株式会社大宮ポンプ製作

所（京都市）
942,000



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

市道大向線自然災害防止
工事

南丹市 9,000,000 9,000,000
総事業費

19,591,200

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助金事業に関する主要政策・施策：
第２次南丹市総合振興計画（平成３０年度から平成３９年度）
６．安全・安心のまちづくり
（３）交通安全対策の強化
当路線については、近年法面の風化による落石が多く見受けられ、大変危険状況に
あることから、特に緊急性のある区間を選定し、早急に安全対策を講じる。

目標：まちづくりを支える基盤としての道路網が整備され、市内外の円滑な交流や
経済活動が活発なまちをめざします。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 南丹市
交付金事業実施場所 京都府南丹市八木町神吉地内

交付金事業の概要

法面からの落石が見受けられ大変危険な状況にあることから、本工事によりコンク
リートブロック積及び落石防止網による対策を講じる事により、交通安全対策の強
化を図る。

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積A=120.9㎡・ポケット式落石防止網A=759.9㎡・アスファルト舗装
A=689.7㎡・区画線L＝126.7m

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

市道大向線自然災害防止工事



交付金充当額 9,000,000 9,000,000 9,000,000
うち文部科学省分

総事業費 57,649,320 55,163,160 19,591,200

うち経済産業省分 9,000,000 9,000,000 9,000,000

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度

0.25

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

0.10

達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

施工延長
H28年度 L=0.35km
H29年度 L=0.25km
H30年度 L=0.10km

活動実績 km 0.35 0.25 0.10

活動見込 km 0.35

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

道路防災工
事により対
策工が実施
された実延
長と全体延
長との割合
（32％）

対策済みの
実延長÷全
体延長

成果実績 ％ 30.3
目標値 ％ 32.0

達成度 94.7%

評価年度の設定理由

落石対策を早急に講じる必要のある区間であるため早期に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

当路線の落石対策を実施する事により危険箇所の改善が顕著に見受けられ、通行車
両の安全性の確保につながっています。



交付金事業の担当課室 南丹市土木建築部　道路河川課
交付金事業の評価課室 南丹市土木建築部　道路河川課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

自然災害防止工事 一般競争入札
株式会社北都
（南丹市）

19,591,200

交付金事業の契約の概要



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

公共施設
に係る整
備、維持
補修又は
維持運営
等措置

総事業費
2,590,000

2 公用車ワゴン購入 宇治田原町 2,448,584 2,448,584

備　考

1 公園整備工事 宇治田原町 1,910,000 1,910,000
総事業費
4,514,400

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

第５次まちづくり総合計画
基本目標２　うじたわらっ子育み（若い世代の希望をかなえ、元気なうじたわらっ
子を育む）戦略
２－４子育て世代どうしの交流や家族が気軽に集える場づくり
目標　児童遊園整備数【累計】５箇所

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宇治田原町
交付金事業実施場所 京都府綴喜郡宇治田原町大字南地内

交付金事業の概要
子育て世代が集まり、家族間の交流が出来る場づくりのため、遊具設置（ブランコ
1台）、東屋設置（四阿1台）を設置しました。

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措
置

公園整備工事



交付金事業の担当課室 建設事業部建設環境課
交付金事業の評価課室 建設事業部建設環境課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

公園整備工事 指名競争入札
株式会社タイキ
（大阪府大阪市）

4,514,400

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 1,910,000
うち文部科学省分

総事業費 4,514,000

うち経済産業省分 1,910,000

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成３０年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 100.0% #DIV/0! #DIV/0!
遊具設置・東屋設置

活動実績 式 1
活動見込 式 1

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

児童遊園整
備数

－

成果実績 箇所 1
目標値 箇所 5

達成度 20.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

遊具（ブランコ）設置と四阿設置により、親子の利用が増えています。



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由
交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成３１年度

自動車燃料
使用量削減
（目標
27,184リッ
トル）

－

成果実績 l 34,992
目標値 l 27,184

達成度

交付金事業の概要
学校での荷物搬送や児童・生徒の送迎、社会教育での送迎等に活用している車両の
経年劣化が著しく、急な学校業務の対応、安心安全のため、公用車ワゴン１台の購
入し、従前の車両より環境にやさしい低公害車や低燃費車に転換しました。

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

第２期環境保全計画
＜基本目標２－１＞きれいな空気を大切にしよう
＜基本目標４－１＞エネルギーを大切にしよう
低公害車や低燃費自動車などのエコカーを導入し、普及啓発を行います。

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

2
公共施設に係る整備、維
持補修又は維持運営等措
置

公用車ワゴン購入

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 宇治田原町
交付金事業実施場所 京都府綴喜郡宇治田原町大字岩山地内

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 教育部学校教育課
交付金事業の評価課室 教育部学校教育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

公用車ワゴン購入 指名競争入札
宇治モータース
（宇治田原町）

2,590,000

うち経済産業省分 2,448,584
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 2,448,584

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

活動見込 台 1

うち文部科学省分

交付金事業の総事業
費等

平成３０年度 備　考

総事業費 2,590,000

交付金事業の活動指
標及び活動実績

達成度 100.0%
ワゴン車購入

活動実績 台 1
平成３０年度活動指標 単位

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

平成１１年式の公用車からの乗り換えにより環境にやさしい車な上に安全装置によ
り、従前より安全な運転ができる。



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1
地域活性
化措置

笠置保育所維持運営事業 笠置町 4,400,000 4,400,000
総事業費
6,780,585

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

補助金事業に関係する主要政策・施策：
　笠置町子ども・子育て支援事業計画（平成２７年度～令和元年度）
　　第４章　子ども・子育て支援事業の推進
　　　２　教育・保育の需要量及び確保の方策
　　　　④教育・保育の一体的提供の推進
　目標：笠置保育所の他世代間交流事業実績（平成30年度）
　　　　　デイサービスとの交流事業　　５件
　　　　　小学校との連携事業　　　　１０件
　　　　　相楽東部３町村年長児交流　　２件

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 笠置町
交付金事業実施場所 相楽郡笠置町大字有市小字羽根田

交付金事業の概要

笠置保育所の保育士人件費（保育士3名）６か月分。

笠置町子ども・子育て支援事業計画に基づき、「子どもが安心して育つまち　笠置
町」の実現に向けて電源立地地域対策交付金を活用し、保育等サービスの充実に努
めています。

番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 笠置保育所維持運営事業



回 7
目標値 回 10

達成度

150.0%

笠置保育所
の他世代間
交流事業実
績

相楽東部3
町村年長児
交流

成果実績 回 3
目標値 回 2

達成度

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金により、保育士3名の6ヶ月分の人件費を確保することができました。
次年度についても、30年度に引き続き、少人数制のきめ細かな保育を提供するとと
もに、世代間の交流や他町村の園児との交流の取組みを実施していきたい。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

笠置保育所
の他世代間
交流事業実
績

デイサービ
スとの交流
事業

成果実績 回 7
目標値 回 5

達成度 140.0%

70.0%

笠置保育所
の他世代間
交流事業実
績

小学校との
連携事業

成果実績



交付金事業の担当課室 総務財政課
交付金事業の評価課室 総務財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士 6,780,585

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000
うち文部科学省分

総事業費 5,724,800 7,016,932 6,780,585

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度

24 18
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度
保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇
用期間（月））

活動実績 人月 20 24 18
活動見込 人月 20



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1
地域活性
化措置

南山城保育園維持運営事
業

南山城村 4,400,000 4,400,000
総事業費
5,001,900

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 南山城保育園維持運営事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

〈補助事業に関係する主要政策・施策と目標〉
南山城村子ども・子育て支援事業計画（平成２７年度～平成３１年度）
第4章　子ども・子育て支援事業の推進
２　教育・保育施設の量の見込み及び確保の方策
➅幼児期の学校教育・保育の質の確保（南山城保育園の質の確保）
○　３歳からほぼ全員が南山城村保育園に入園する本村では、保育園が子どもたち
の成長・発達において重要な役割を担っており、保護者ニーズに応えるサービスや
運営の改善、保育施設・設備の整備、適正な保育士の配置と研修の充実に取り組み
ます。
＜目標＞
保育士の人数・配置の充実（保育士数の維持・確保）

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 南山城村
交付金事業実施場所 京都府相楽郡南山城村北大河原地内

交付金事業の概要

南山城村保育所の保育士人権費（保育士７名分）３か月分
 
少子化により保育園児数は減少していますが、保育士数を減らすことなくよりきめ
細かな保育をおこない、子育て支援を充実させるため電源立地地域対策交付金を活
用しました。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

要保育児の
待機人数
０人

要保育園児
の待機人数
達成度（入
所数÷要保
育児数×１
００）

成果実績 人 41
目標値 人 41

達成度 100.0%

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

保育士の人数・配置の充実に伴い、要保育児の待機人数０人が達成されました。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

21
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

平成３０年度

保育士の人数（人数
（人）×期間（月））

活動実績 人月 20 4 21
活動見込 人月 20

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度

4

総事業費 4,667,600 1,575,200 5,001,900

うち経済産業省分 4,400,000 1,300,000 4,400,000

交付金充当額 4,400,000 1,300,000 4,400,000
うち文部科学省分



交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室 南山城村役場総務課
交付金事業の評価課室 南山城村役場総務課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

人件費 雇用 保育士７名 4,838,700



Ⅰ．事業評価総括表（平成３０年度）
（単位：円）

備　考

1

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

町道黒田峠線（第2工
区）舗装工事

京丹波町 4,400,000 4,400,000
総事業費
7,331,040

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又
は間接交付金事業

者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当
額



Ⅱ．事業評価個表（平成３０年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営等
措置

町道黒田峠線（第2工区）舗装工事

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

京丹波町公共施設等総合管理計画に基づき
住民の生活道路である町道を整備し、交通の安全と生活環境の改善を図る。
・目標：町道黒田峠線の修繕工事
　　　　　現状　　　  60％　工事延長176ｍ（平成29年度）
　　　　　最終目標　 100％　工事延長113ｍ（平成30年度）

事業開始年度 平成３０年度 事業終了（予定）年度 平成３０年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 京丹波町
交付金事業実施場所 京丹波町　市場　地内

交付金事業の概要

地元住民及び通行者の安全を確保するため、舗装及び排水路劣化の著しい路線の修
繕工事を実施しました。

・工事延長　L=117M
・ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工　A=508m2、側溝工　L=123M、桝工　N=3箇所、ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物取壊し
工　V=11m3、舗装版取壊し工　A=490m2

事業期間の設定理由
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和元年度

町道補修完
了数
8.10km

今回工事延
長÷8.1(目
標数)×100

成果実績 km 0.117
目標値 km 8.1

達成度 1.4%



交付金事業の成果目
標及び成果実績

評価年度の設定理由

毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実
施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

今回工事をもって町道黒田峠線の修繕が完了しました。
次年度に向けて、地元要望を踏まえ優先度の高い箇所を判断し道路修繕工事を実施
することにより、道路利用者の安全確保を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

113
達成度 100.0% 100.0% 103.5%

平成３０年度

修繕工事延長
活動実績 m 277 176 117
活動見込 m 277

交付金事業の総事業
費等

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成２８年度 平成２９年度

176

総事業費 5,100,840 8,573,040 7,331,040

うち経済産業省分 4,400,000 4,400,000 4,400,000
交付金事業の契約の概要

交付金充当額 4,400,000 4,400,000 4,400,000
うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 土木建築課
交付金事業の評価課室 土木建築課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

道路工事 一般競争入札
あけぼの建設株式会社

（京丹波町）
7,331,040
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